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島根県立古代出雲歴史博物館指定管理業務仕様書 

 

島根県立古代出雲歴史博物館（以下「博物館」という。）の指定管理者が行う業務の内容

及びその範囲は、この仕様書によるものとする。 

 

１  業務の目的 

 指定管理者が行う業務は、「島根県立古代出雲歴史博物館条例」（以下「条例」とい

う。）第２条に規定する博物館設置の目的及び次に掲げる「博物館の使命」を達成でき

るよう、博物館の管理運営を効果的かつ効率的に実施することを目的とする。 

 

 【島根県立古代出雲歴史博物館条例】 

第２条 歴史及び文化に関する資料を収集、保管、調査研究及び展示を行い、島根の特色

ある歴史及び文化に関する情報を発信し、並びに学習及び交流の機会を提供することに

より、県民の郷土に対する理解の増進及び地域の活性化を図り、もって県民の教養の向

上並びに学術研究及び文化の発展に寄与するため、島根県立古代出雲歴史博物館を出雲

市に設置する。 

 

 【博物館の使命】 

（１）「島根の特色ある歴史・文化の調査研究と成果の発信」を目指します。 

 博物館は、島根の歴史と文化を、東アジアとの交流を視野に入れ、様々な学問分野か

ら総合的・科学的に調査研究し、その成果を全国に発信します。 

（２）「歴史と文化を生かした人づくり、地域づくりへの貢献」を目指します。 

 博物館ならびに古代文化センターによる調査研究、資料収集・保管、展示、交流から

なる活動を通じて、県民一人ひとりが、自らの生活の成り立ちを振り返り、島根の風土

や歴史・文化を新たな視点から見直す気運を醸成します。 

 博物館は、人間が長い歴史の中で形成してきた数多くのメッセージを通じて、人権を

尊重する意識を高めながら、豊かな想像力、多様な個性を涵養し、歴史と文化を生かし

た地域づくり、郷土への誇りと愛着をもった人づくりに貢献し、創造性に満ちた未来の

構築に寄与します。 

 

２ 管理運営に係る基本事項 

(１)施設概要 

ア．名 称  島根県立古代出雲歴史博物館 

イ．所在地  出雲市大社町杵築東地内 

ウ．施設規模 

①敷地面積  ５７，００２．００㎡ 

②建築面積   ９，４４４．４９㎡ 

③延床面積  １１，８５４．７９㎡ 
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④施設内容構造種別 

施設本体：鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造 

     地上２階（一部地上３階、地下１階） 

展示エリア     （展示室等） 

交流エリア     （講義室､情報交流室) 

収蔵・保管エリア    （収蔵庫、書庫等） 

調査研究エリア      （資料整理室等） 

オープンエリア     （エントランス等） 

事務・管理エリア   （事務室等） 

共用・機械エリア   （機械室等） 

体験学習棟：鉄筋コンクリート造 地上１階 

屋外便所 

駐輪場    90台分 

外 構   交流ゾーン・プラザ 

     メイン・アプローチ    130m 

     風土記庭園      約 29,000㎡ 

     体験広場  体験水田   

     駐車場（一般用:244台分 大型バス用:15台分  

         身障者用:6台分 職員・業務用：49台分） 

 

（２）管理運営の基本的事項 

 指定管理者が管理運営を行うに当たり留意すべき基本的事項は、次のとおりである。 

①地方自治法（昭和２２年法律第６７号）並びに、条例及び条例施行規則等の内容を十 

分に理解し、法令の規定に基づいた運営を行うこと。 

②施設の運営に当たっては、利用者の意見を管理運営に反映させるとともに、適切な人 

員配置を行うことにより、利用者サービスの向上を図る。 

③博物館の管理運営に当たっては、すべての利用者が平等に利用できるよう配慮する。 

④利用者の利便性を考慮した管理運営を行うとともに、効果的な誘客活動等を展開し、 

入館者数の増加に努める。 

⑤施設設備の適正な保守管理に努め、常に利用者が安全、快適に利用できる環境を維持 

する。 

⑥ごみの削減、省エネルギー、CO2 削減など環境に配慮した運営を行う。 

⑦災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底する。 

 

（３）県と指定管理者の役割分担 

 県と指定管理者との役割分担については、おおよそ以下のとおりとする。 
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 ●古代出雲歴史博物館管理・運営の業務イメージ 

業務区分 概       要 運営主体 備 考 

博物館経営 

 

博物館の事業運営計画の策定、進行管理 

 

県(館長） 

 

計画策定過程に指定管理者も

参画 

運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学芸業務 

 

資料管理 ： 展示資料の収集・保管、調査・研究等 県   

 展示企画 ： 企画展事業の計画・実施 県 

交流普及

業務 

 

普及等企画 

 

： 

 

交流普及活動の計画・実施 

 

県 

 

計画策定過程に指定管理者も

参画 

学校連携 ： 学校の授業等と連携した普及活動 県   

交流普及

業務 

 

 

 

 

 

イベント等 

 

： 

 

博物館活動への理解・関心を深めるた

めのイベント等の計画・実施 

指定管理者 

 

計画・実施にあたっては、県と

協議する  

 

 

 

 

 

地域連携 

 

： 

 

周辺施設との連携、歴博ニュースの発

行、情報提供 

指定管理者 

 

インターネッ

トによる情

報発信 

： 

 

 

システムの保守管理、ホームページ等の

運営 

 

指定管理者 

 

 

誘客・広

報業務 

 

 

広報 

 

： 

 

各種広報媒体を活用した常設展、企画

展の広報 

指定管理者 

 

計画・実施にあたっては、県と

協議する 

 

 

誘客 

 

： 

 

誘客戦略（マーケット・数値目標・手法な

ど）の策定・実施 

指定管理者 

 

施設運営

に関する

業務 

料金収入事

務 

： 

 

観覧料の徴収・管理 

 

指定管理者 

 

観覧料は県の収入とする 

 

総合案内 ： 来館客の受付・総合案内、展示監視 指定管理者   

施設 

 

 

 

 

 

警備 建物内、敷地内の警備（巡回、緊急時対応等） 指定管理者   

 

  

 

 

 

防火管理 消防法の規定による防火管理上必要な業務 指定管理者 

清掃 建物内、敷地内の美観、衛生維持 指定管理者 

植栽管理 敷地内の樹木、地被植物の施肥・剪定・消毒等 指定管理者 

施設設備

等保守 

建物設備の保守管理、小規模施設修繕、ＳＥの雇用 

 

指定管理者 

 

自主企画  指定管理者による誘客企画の実施（イベント等） 指定管理者 施設の目的内利用による    

飲食 

物販 

カフェ 来館者への飲食物提供  各事業者 

 

施設の目的外利用による 

 ショップ 博物館関連商品(書籍、グッズ等）、その他の販売 

自主事業 

 

 

施設の設置目的に合致し、かつ、管理業務の実施を

妨げない範囲における事業（指定管理者の責任と費

用によるもの） 

指定管理者 

 

 

施設の目的外利用による 
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３ 組織体制 

(１)常勤職員の配置 

・県と連携して博物館の機能を最大限発揮できる効率的・効果的な職員配置を行うこと。 

・４名以上の常勤職員を配置すること。 

・常勤職員の配置特性は次のとおりとすること。 

① 総括責任者 １名 

 業務の総括責任者を配置するとともに、総括責任者は、営業プロモーションにも

精通した者であること。 

② 業務総括者 １名 

博物館の内部事務の管理に精通したものであること。 

③ 誘客・広報、交流普及事業担当者 １名 

誘客、広報、交流普及活動等に精通した者であること。 

④ 経理等担当者 １名 

経理、庶務事務に精通した者であること。 

 

(２)臨時・嘱託職員等の配置 

博物館を運営するに当たり、必要な次の職員を適宜、確保すること 

①受付・監視補助職員（アテンダント） 

 各展示室、展示ロビー等で受付、監視の業務に当たる。 

 本書４（３）｢博物館の総合案内等に関すること」に定める業務を支障なく行える

人員を確保すること。 

②システム担当職員 

 情報システムの運用、インターネットによる情報発信の業務に当たる。 

その他、必要に応じて補助職員を配置すること。 

 

(３)職員研修 

   職員の資質向上と利用者サービス向上のため、職員研修を定期的に実施すること。 

   また受付・監視補助職員に対して、接遇、展示内容、その他博物館運営に必要な事項 

  の習得のための研修を行うこと。（展示内容の研修講師は博物館学芸員が務める） 

 

４ 施設等の運営に関する業務 

 指定管理者は次のとおり博物館の運営業務を実施する。 

(１)施設利用（開館時間、休館日）に関すること 

 ① 開館時間 

・博物館の開館時間は、午前９時から午後６時（１１月から２月にあっては、午前９時

から午後５時）までとする。 

・開館時間の変更が必要な場合は、島根県教育委員会（以下「委員会」という。）の承
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認を受けて、開館時間を変更することができる。 

・指定管理者が開館時間を変更した場合は、事前の周知を図ること。 

② 休館日 

・休館日は、毎月第１火曜日及び第３火曜日とする。 

・上記の休館日が、国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日

又は１月２日、同月３日、５月１日、同月２日若しくは８月 15 日に当たるときは、そ

の日の属する週の翌週の火曜日を休館日とする。 

・上記以外で、指定管理者は、施設の維持管理等のため必要があると認めるときは、委

員会の承認を受けて、休館日を変更することができる。 

・指定管理者の設定した休館日については、事前の周知を図ること。 

 

(２)観覧料の収納管理に関すること 

 ① 観覧料の徴収 

・条例の別表に定める観覧料、年間観覧料を徴収する。 

・徴収した観覧料は、委員会が指定する期日までに島根県に納付する。 

② 使用料及び観覧料を徴収する際に、課税事業者である利用者から求められた場合は、イ

ンボイスを発行する。 

発行したインボイスの写しまたは精算書を月毎に取りまとめ委員会に送付する。 

島根県の適格請求書発行事業者の登録番号等は以下のとおりである。 

 

 

 

③ その他 

・観覧料の管理に関し、必要な帳簿を作成する。 

・観覧料の減免について、必要な書類を作成する。 

・その他観覧料の収納管理に関し必要な業務を行う。 

 

(３)博物館の総合案内等に関すること 

  来館者に対する親切丁寧な対応に心掛け、常にサービスの向上に努める 

項目  業務内容 仕様・条件等 備考 

総合受付 

(ｶｳﾝﾀｰ) 

 

 

 

来館者の問い合わせ等への対応、

館内の案内、観覧券の発行、観覧

料の減免手続き、入館者の状況の

把握、館内の巡回、カウンターへ

の資料等の常置等 

開館日 

 

 

 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

 

 

 

総合受付 

（事務室） 

外部からの代表電話番号への対

応、視察・見学者の案内、問い合

毎日 

 

博物館開館から閉館時刻まで  

       

登録番号 T1-0000-2032-0005 

名称 島根県 
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 わせへの対応等   

常設展もぎ

り対応 

 

 

展示室受付、来館者の問い合わせ

等への対応、観覧券のもぎり、音

声ガイドの貸し出し、入館者の状

況把握等 

開館日 

 

 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

 

 

総合展示室

監視 

 

 

常設展示室の監視(展示品等の事

故防止､展示ケースの随時清拭、

以下諸展示室の監視もこれに準

じる) 

開館日 

 

 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

 

 

テーマ別 

展示室監視 

テーマ別展示室の監視 

 

開館日 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

神話展示室

対応 

神話展示室の監視 

映像展示への案内 

開館日 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

企画展もぎ

り対応 

 

企画展の受付、来館者への対応、

観覧券のもぎり、入館者の状況把

握等 

開催時 

 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

 

企画展監視 

 

特別展示室の監視 

 

開催時 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

情報交流室

対応 

図書の管理、情報コーナーの対

応、室内の運営監視 

開館日 

 

博物館開館から閉館時刻まで 

 

その他 

 

 

 

要望や苦情、トラブル等への迅速

かつ適切な対応、その内容及び処

理状況の県への報告、その他総合

案内に関し必要な業務 

開館日 

 

 

 

博物館開館から閉館時刻まで

適宜各所に配置された職員で

対応 

 

＊以上について、常に利用者サービスの向上が図られるよう適正に人員配置を行うこと。 

 ＊改修工事により、室名等変更の可能性があるため、県と調整の上で実施すること。 

 

 

(４)博物館の誘客・広報事業に関すること 

  県と連携を図りながら、効率的・効果的な誘客・広報事業を行う。 

項目 業務内容 仕様・条件 備考 

誘客・広報

計画の策定 

 

 

 

 

○誘客・広報に関する戦略（マー

ケット（エリア、対象年齢層な

ど）、誘客目標、誘客手法（広報

含む）など）及びアクションプラ

ンの策定、その進行管理 

○情報収集とデータ分析に基づ

随時 

 

 

 

 

 

策定に当たっては県担当者と

内容等について協議 
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 いた広報活動   

博物館への

誘客 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○県外や外国からの誘客に向け

た活動 

(例) 

・エージェント対策、商品造成・

コース設定、観光情報説明会 

・メディア招致によるツアー雑誌

掲載 等 

○県内からの誘客に向けた活動 

(例) 

・コミュニティセンター、学校、

地元商店街等への情報提供や連

携の実施等 

・関連施設との連携 等 

随時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県担当者と内容等について協

議すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

博物館広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

博物館の認知度向上、常設展・企

画展、交流事業、イベント等の広

報 

・広報物（ポスター、チラシ、広

報誌等）の企画・作成・配布 

・メディア、雑誌等への広告等 

・メディアへの情報提供によるパ

ブリシティの獲得 

・外国人に向けた広報 

(例) 

・ホームページやパンフレット作

成など外国語対応の実施、在日外

国関係機関へのＰＲ 等 

随時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県担当者と内容等について協

議すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネ

ットによる

情報発信等 

 

・博物館ホームページ等の更新･

管理 

・各情報システムの保守管理 

・利用者の個人情報の管理 

随時 

 

 

 

             

 

 

 

観覧券の販

売促進 

 

 

 

企画展前売券・年間観覧券の販売

営業（前売券販売契約、観光券契

約を含む)。プレイガイド等への

前売り券配布・回収・手数料の支

払い。 

随時 
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＊休館後の再オープンに向けた広報を実施すること。 

＊指定管理者は、博物館の基本方針から逸脱しない範囲で博物館の利用促進を目的として、

博物館の施設を活用した展示、イベント等の自主事業を提案することができる。 

＊自主事業の実施にあたっては、博物館の実施する諸活動（展示、普及・交流活動等）と

の事前調整が必要なため、県と協議し決定する。 

 

(５)交流・普及事業に関すること 

 企画内容について県担当者と事前に協議する等連携を図りながら実施し、効果的な交 

  流・普及事業の一翼を担う。 

項目 業務内容 仕様・条件 備考 

交流事業等

の企画・実

施 

 

 

 

 

 

○イベントの企画・情報発信、実

施等 

（例） 

・企画展関連イベント 

・おもてなし企画 

・若年層を対象としたイベント 

・各種イベントへの参加等 

○イベント等参加申し込み受付 

展覧会にあわ

せて企画、そ

の他適宜企

画・実施する

こと 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊イベント等参加者負担金については、指定管理者の収入とする。 

 

５ 施設等の管理に関する業務 

 博物館の諸室等が本来の目的を発揮し、運営に支障を来さないよう、施設・設備の適

切な管理を行い、破損又は不具合等が発生したときは緊急的な応急措置を行い、速やか

に県に報告する。 

(１)施設等の保守管理 

 ① 建築物の保守管理 

 建築物について、仕上げ材の浮き、ひび割れ、はがれ、かび等の発生がない状態を維

持し、かつ美観を維持する。 

 ② 建築設備の保守管理 

 建築設備（給排水設備、空調設備、電気設備、昇降機設備等）は必要な資格者を配置

するとともに、日常点検、法定点検、定期点検等を行い初期の性能を維持する。 

＊業務の詳細等については、別添「古代出雲歴史博物館建築保全業務仕様書」のとおり。 

【資格者の配置について】 

 指定管理者は、建築設備の保守管理業務の遂行にあたり、必要な官公署の免許、許

可、認定等を有するものを配置すること。また、再委託する業務についても、再委託

先の事業者が、必要な官公署の免許、許可、認定等を有する者を配置すること。 

 指定管理者は、自らの職員又は再委託先の職員の内から、施設の管理運営に必要な
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資格を有する者をあらかじめ選任し、施設に配置しなければならない。 

 また、法令等により施設への配置が義務づけられている資格者については、あらか

じめ当該資格を有する者の氏名及び認定書又は登録書等を委員会に届け出ること。 

 なお、施設への配置が必要な資格者は、次のとおりである。 

○建築物環境衛生管理技術者（建築物における衛生環境の確保に関する法律第６条） 

○防火管理者（消防法第８条） 

○危険物取扱者（消防法第１３条） 

○電気主任技術者（電気事業法第４３条） 

 ③ 施設保全情報の更新 

・指定管理者は、修繕・クレーム履歴及びエネルギー使用量を保全情報システム（ＢＩ

ＭＭＳ）に入力する。また、機材・部材・備品台帳の記載内容を確認し、現場状況と

相違があれば修正する。 

・指定管理者は必要に応じ、保全情報システム（ＢＩＭＭＳ）のデータを県へ提出する。 

 ④ 年間保全計画の作成 

・指定管理者は、日常点検又は定期点検で認められた施設の不具合をデータ蓄積し、そ

れを分析・評価の上、修繕（改善）内容・時期等について、建築物及び設備機器の年

間の保全計画（別記４）を毎年度作成し、当該作成年度の３月末までに県へ提出する。 

・年間保全計画の作成にあたっては、国土交通省監修「建築物保全業務共通仕様書」を

参考とする。 

 ⑤ 防火管理者の配置 

業務の詳細等は別記１のとおりとする。常勤職員との兼務を認める。 

 

(２)物品の管理等 

 ① 備品 

施設の運営に支障をきたさないよう、事務備品の管理を行う。 

・指定管理者が管理する県の物品については、島根県会計規則に基づいて適切に管理を

行う。 

・博物館内で利用する 10万円以上の物品は、原則として、県が購入する。指定管理者が、

指定管理料から当該備品を購入しようとするときは、事前に県と協議する。 

・既に購入済みの５万円以上 10万円未満の物品は、引き続き備品として取り扱うことと

し、県の物品台帳及び基本協定書別表（管理備品）ともに記載を継続する。 

 ② 消耗品 

施設の運営に支障をきたさないよう、必要な消耗品を適宜指定管理者が購入し、管理

を行う。不具合が生じたものについては、随時更新を行う。 
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（３）経費の管理等 

 ① 施設管理経費等支払い 

施設の運営に必要な管理経費、光熱水費等の支払いを行う。 

 ② 光熱水費徴収 

目的外使用許可を受けている団体等から実績に応じて徴収すること。 

 

（４）施設損害賠償責任保険の加入 

指定管理者は、次に示す施設損害賠償責任保険に加入するものとする。 

 ①加入する保険 

   島根県と指定管理者の双方が被保険者となる保険とする。 

 ②保険の内容 

    施設賠償責任保険 

 対人賠償 

 

１名につき    100,000千円以上 

１事故につき   1,000,000千円以上 

 対物賠償 １事故につき     20,000千円以上 

     

  昇降機賠償責任保険 

対人賠償及び対物賠償ともに施設賠償責任保険と同額 

 

６ その他の業務 

（１）危機管理に関すること 

 ①苦情や要望等の取扱い 

苦情や要望等を受けた場合や、事故が発生した場合は、迅速かつ公平な対応を行う 

  とともに、その内容・処理経過を正確に記録しておくこと。 

また、重要な内容については速やかに県に報告すること。 

 ②急病等への対応 

   急な病気やけが等に対応できるようマニュアルを整備するとともに、ＡＥＤ（自動 

  体外式除細動器）の適切な使用方法をはじめとする救済や保護等に関する研修を行う 

  こと。 

また、急病等が発生した場合には、患者・負傷者等の状況を正確に把握し、適正な 

  措置を行うとともに、速やかに県に報告すること。 

 ③災害発生時等緊急時の対応 

火災、地震及び風水害等の災害発生時等において、利用者等の避難誘導等安全確保 

  のための対応ができるようマニュアルを整備するとともに、避難誘導等に関する訓練 

  を実施すること。 

また、災害発生時等には、速やかに県に報告すること。 
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（２）事業計画書、収支予算書の作成に関すること 

 次年度の事業計画書の作成にあたっては、事前に委員会と調整を図り、毎年１月末まで

に作成し、提出すること。 

 

（３）業務報告書の作成に関すること 

  業務の実施状況について、随時把握に努め、県から提出を求められた場合、速やかに報

告すること。また、各月分の報告書を翌月の 10日までに作成し、提出すること。記載する

主な内容は次のとおりとする。 

・管理・運営業務の実施状況 

・利用の実績（人員） 

・観覧料収入の実績 

・利用者の要望、苦情とその対応の状況等 

・年間保全計画の実施実績 

 

（４）事業報告書の作成に関すること 

 前年度の事業報告書を毎事業年度終了後、60日以内に作成し、提出すること。記載する

主な内容は次のとおりとする。 

・管理運営の体制 

・管理・運営の業務の実施状況 

・利用の実績（人員） 

・観覧料収入の実績 

・管理・運営に要した経費の実績等 

 

（５）博物館協議会等関係機関との連絡調整に関すること 

  条例第２０条に基づき委員会が設置する博物館協議会に出席するほか、随時関係機関と

の連絡調整を行うこと。 

 ＊博物館事業の運営計画策定、企画展、交流・普及事業計画策定等の協議の場への参画を 

含む。 

 

（６）自動販売機の設置に関すること 

  自動販売機は、原則として、県が公募により設置事業者を選定し、行政財産の貸付によ

り設置する。ただし、県が定める除外要件に該当する場合は、協議の上、公募によらない

随意契約による貸付を行うものとする。 

  公募の場合、指定管理者は、自動販売機の設置を希望する事業者（以下「設置希望事業

者」という。）と自動販売機の管理・メンテナンス、欠品の点検・補充、空き缶回収・清

掃の方法、故障時の購入者への対応、その他自動販売機の設置運営に伴う必要な事項につ

いて協議を行い、施設の円滑な管理運営に支障がないことを確認した場合は、設置希望事

業者に対してその旨を証明する書面を交付しなければらない。 
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公募の場合、指定管理者は、自ら設置希望事業者となることができる。 

 

（７）広告事業の実施 

指定管理者は、博物館において行政財産や物品を利用して広告事業を行うことができる。 

この場合、事前に県と十分な協議・調整を行い、また、その実施にあたっては島根県広告

事業実施要綱等に基づくものとする。 

 

（８）指定期間満了にあたっての引継業務 

  指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑支障なく博物館の業務が遂行

できるよう引継を行うこと。 

 

（９）書類の保管 

  指定管理者は、博物館の運営に関る関係書類を、整理し、指定管理期間終了後５年間、

保管すること。 

 

（10）監査 

  島根県監査委員等が県の事務を監査するに当たり、必要に応じ指定管理者に対し、実地

に調査し、又は必要な記録の提出を求められる場合がある。 

 

（11）その他の業務 

  収受文書・郵便物の仕分け、文書・郵便物の発送を行うこと。その他円滑な施設の運営

に必要な業務を適宜行うこと 

 

７ 情報管理 

（１）個人情報保護 

 博物館の管理運営を行うにあたって取り扱う個人情報の保護のために、指定管理者に

は、個人情報の適正な取り扱いの義務が課せられる。個人情報の取扱いの具体的な内容

については、別記のとおり予定しており、島根県と指定管理者が締結する協定で定める。 

 

（２）情報公開への対応 

   指定管理者は、島根県情報公開条例第３６条の規定に基づき、指定管理業務の執行に

おいて作成しまたは取得した文書等の公開を行うため、必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

（３）守秘義務 

 指定管理者は、事業遂行上知り得た秘密を外部に漏らしてはならない。 

 また、博物館業務に関する内部情報は、博物館または指定管理者の事業所でのみ取り

扱うこととし、それによりがたい場合は事前に県と協議すること。 
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８ 環境への配慮 

（１）物品等の調達に当たっては、島根県グリーン調達推進方針に基づいて環境物品等の 

  優先的な調達を行うこと 

（２）エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づき、電気等のエネルギー使用量の削 

  減に向けた目標を設定し、取り組みを推進すること。 

 

９ 島根県と指定管理者の管理責任の分担 

 
項 目 

 

 
内 容 

 

リスク分担 
県 

 

指定 
管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増   ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増   ○ 

需要変動 利用者数の増減等需要変動によるリスク   ○ 

周辺地域・住民及 

び施設利用者への 

対応 

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者か

らの反対、訴訟、要望への対応 

  

 

○ 

 

上記以外 ○   

法令の変更 

 

施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○   

指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更   ○ 

税制度の変更 

 

施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○   

一般的な税制変更   ○ 

政治、行政的理由 

による事業変更 

 

 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続に支

障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた

場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事

情による増加経費負担 

○ 

 

 

 

  

 

 

 

書類作成の誤り 

 

 

仕様書等県が責任を持つ書類の誤りによるもの ○   

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りによる

もの 

  

 

○ 

 

資金調達等 

 

経費の支払い遅延（指定管理者→業者）によって生じた

事由 

  

 

○ 

 

資料等の損傷 

 

 

 

 

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの   ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できない

もの（極めて小規模なもの） 

  

 

○ 

 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できない

もの（上記以外） 

○ 

 

  

 

セキュリティ対応 警備不備による情報漏洩、犯罪発生   ○ 

＊事案ごとの原因により判断するが、第一次的責任は指定管理者が有する。指定管理者は、

被害が最小限となるよう迅速かつ最善の対応をとるとともに、直ちに委員会に報告しなけ



 - 14 - 

ればならない。詳細の業務分担については、協定書で定める。 

 

10 その他 

（１）指定管理者が施設の管理運営にかかる各種規定・要綱等を作成するときは、事前に県

と協議を行うこと。 

（２）県と常に密接な連絡・調整・相談を行うこと。 
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別記３（第 19条関係） 

「個人情報の取扱いに係る特記事項」 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され

得るものをいう。また特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報）を含む。以

下同じ。）の保護の重要性を認識し、この協定による業務の実施に当たっては、個人の

権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

２ 乙は、前項の趣旨に従い、個人情報の保護に関する規程を設けなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この協定による業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。こ

の協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目的

を明確にし、目的を達成するために必要な範囲内で、適正な方法により収集しなければ

ならない。 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第４ 乙は、この協定による業務に関して知り得た個人情報を協定の目的外に利用し、又は

第三者に提供してはならない。 

（適正管理） 

第５ 乙は、この協定による業務に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失及びき

損の防止その他の個人情報の適正な管理のため、アクセス制限の設定、個人情報が記録

されている媒体の管理、個人情報を取り扱う場所の管理、作業従事者の監督・教育その

他の必要な措置を講じなければならない。 

 ２ 乙は、特定個人情報を取り扱う場所（以下「取扱区域」という。）について、業務の

着手前に書面により甲に報告しなければならない。 

３ 乙は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、その承認を得なけ

ればならない。 

４ 乙は、甲が指定した場所へ持ち出す場合を除き、特定個人情報等を定められた場所か

ら持ち出してはならない。 

（責任体制の整備） 

第６ 乙は、第５の個人情報の管理に当たっては、作業責任者、作業従事者を定め、内部に

おける責任体制を確保しなければならない。  

２ 乙は、業務が特定個人情報等を取扱う事務である場合は、前項による作業責任者、作

業従事者について、書面により甲に報告しなければならない。 

３ 乙は、作業責任者を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、その承認を得な

ければならない。 

４ 乙は、作業従事者を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなければならない。 

基本協定書 抜粋 
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（派遣労働者等の利用時の措置） 

第７  乙は、この協定による業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働派遣契約書

に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければならない。 

２ 乙は、この協定による業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行

わせる場合は、正社員以外の労働者に本協定に基づく一切の義務を遵守させなければな

らない。 

３ 乙は、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

（第三者への委託等の準用） 

第８ この特記事項は、乙が、この協定に基づき、この協定による業務を第三者に委託し、

又は請け負わせるときに準用する。 

（業務従事者への周知） 

第９ 乙は、その業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても当該協定に

よる業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなら

ないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。 

（複写又は複製の禁止） 

第 10 乙は、この協定による業務を処理するため甲から引き渡された個人情報が記録された

資料等を甲の承認なしに複写し、又は複製してはならない。 

（返還又は廃棄及び受渡し） 

第 11 乙はこの契協定による業務を処理するために、甲から提供を受けた個人情報又は受託

者自らが取得した個人情報が記録された資料等は、この協定の業務完了後又は指定の取

消し等があったときは、甲の指定した方法により直ちに甲に返還又は廃棄するものとす

る。 

２ 乙は、この協定による業務において利用する特定個人情報等を消去又は廃棄する場合

は、事前に消去又は廃棄すべき特定個人情報等の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の

方法及び処理予定日を書面により甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 乙は、特定個人情報等の消去又は廃棄に際し甲から立会いを求められた場合は、これ

に応じなければならない。 

４ 乙は、この協定による業務において利用する特定個人情報等を廃棄する場合は、当該

情報が記録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該特定個人情報等を判読不可

能とするのに必要な措置を講じなければならない。 

５ 乙は、特定個人情報等の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当

者名及び消去又は廃棄の内容（情報項目、媒体名、数量、廃棄又は消去の方法、責任者、

立会者、廃棄又は消去の年月日）を記録し、書面により甲に対して報告しなければなら

ない。 

６ 乙は、甲と乙の間の特定個人情報等の受渡しに関しては、甲が指定した手段、日時及

び場所で行った上で、甲に特定個人情報等の預り証（受け渡し日時、担当者、場所、受

け渡し手段を記した書面）を提出しなければならない。 

（定期報告及び緊急時報告） 
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第 12 乙は、甲から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直ちに報

告しなければならない。 

（監査等） 

第 13 甲は、この協定による業務に係る個人情報の取扱いについて、本協定の規定に基づき

必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び乙の委託先に対し

て、監査、実地検査又は調査（以下「監査等」という。）を行うことができる。乙及び

乙の委託先は、合理的事由のある場合を除き、監査等に協力しなければならない。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又はこの協定による

業務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

３ 第１項及び第２項の規定は、乙の委託先が再委託を行う場合についても同様とする。 

（漏えい等事案が発生した場合の対応） 

第 14 乙は、この協定による業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発生する

おそれのあること（乙の委託先等の相手方により発生し、又は発生するおそれがある場

合を含む。）を知ったときは、その事故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに甲

に対して、当該事故に関わる個人情報等の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を

書面により報告し、甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、甲その他の関係者との連絡、

証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、

緊急時の体制及び連絡手順を定めなければならない。 

３ 甲は、この協定による業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要

に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

 

 

 

 

 

 


